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令和元年度答申第８号 

令和元年５月２２日 

 

諮問番号 平成３１年度諮問第７号（平成３１年４月２５日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 労働者災害補償保険法３１条１項に基づく費用徴収決定に関する件 

 

答  申  書 

 

 審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答申

する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきである旨の諮問に係る判断は、妥当で

ある。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

１ 本件審査請求の骨子 

本件は、Ａ労働局長（以下「処分庁」という。）が、審査請求人Ｘ（以下

「審査請求人」という。）に係る労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第

５０号。以下「労災保険法」という。）３１条１項に基づく費用徴収決定

（以下「本件費用徴収決定」という。）をしたことに対し、審査請求人がこ

れを不服として審査請求した事案である。 

２ 関係する法令の定め 

労災保険法３条１項の適用事業（労働者を使用する事業）の事業主につい

ては、その事業が開始された日に、その事業につき労働者災害補償保険（以

下「労災保険」という。）に係る労働保険の保険関係（以下「保険関係」と

いう。）が成立し（労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法

律第８４号。以下「徴収法」という。）３条）、保険関係が成立した事業の

事業主は、その成立した日から１０日以内に、その成立した日、事業主の氏
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名又は名称及び住所、事業の種類、事業の行われる場所等を政府に届け出な

ければならないとされている（徴収法４条の２第１項）。 

そして、労災保険法３１条１項は、政府が保険給付を行ったときに、事業

主からの費用徴収ができる場合として、事業主が故意又は重大な過失により、

徴収法４条の２第１項の規定による届出であって労災保険に係る保険関係の

成立に係るもの（以下「保険関係成立届出」といい、保険関係成立届出のた

めに事業主が提出する書面を「保険関係成立届」という。）をしていない期

間中に生じた事故について保険給付を行った場合を掲げており、政府がかか

る事故について保険給付を行ったときは、その保険給付に要した費用に相当

する金額の全部又は一部を事業主から徴収することができる旨規定している。 

なお、労災保険法３１条１項の規定による徴収金の額につき、労働者災害

補償保険法施行規則（昭和３０年労働省令第２２号）４４条は、厚生労働省

労働基準局長（以下「労働基準局長」という。）が保険給付に要した費用、

保険給付の種類、徴収法１０条２項１号の一般保険料の納入状況その他の事

情を考慮して定める基準に従い、所轄都道府県労働局長が定める旨規定して

いる。 

３ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は以下のとおりである。 

（１）審査請求人は、平成２３年３月２５日から労働者を雇用して事業を開始

し、同日、保険関係が成立した。 

（電話照会調査復命書（平成２９年１月３０日付け）、未手続中の労災事故に

係る調査書） 

（２）審査請求人は、平成２９年１月２５日に、保険関係成立届を提出したが、

同日に至るまで保険関係成立届出をしていなかった。 

（労働保険保険関係成立届（継続）） 

（３）上記保険関係成立届出をしていない期間中である平成２９年１月１４日、

審査請求人に雇用されていた労働者（以下「本件労働者」という。）が、

通勤中の災害により傷害を負った。 

（休業給付支給請求書・休業特別支給金支給申請書） 

（４）本件労働者は、平成２９年４月２１日、同年５月２５日、同年６月２６

日、同年７月２６日、Ｂ労働基準監督署長（以下「本件労基署長」とい

う。）に対し、労災保険の休業給付支給を請求し、本件労基署長は、本件

労働者に対し、休業給付支給を決定し、同年４月２８日に７２，７２６円、
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同年６月２日に７０，３８０円、同年７月７日に７２，７２６円、同年８

月４日に７０，３８０円の保険給付がそれぞれ行われた。 

（労働者災害補償保険法第３１条の規定に基づく費用徴収の決定通知書及び

債権確認並びに徴収決定内訳書、休業給付支給請求書・休業特別支給金支給

申請書（平成２９年４月２１日受付）、休業給付支給請求書・休業特別支給

金支給申請書（同年５月２５日受付）、休業給付支給請求書・休業特別支給

金支給申請書（同年６月２６日受付）、休業給付支給請求書・休業特別支給

金支給申請書（同年７月２６日受付）） 

（５）処分庁は、平成２９年１１月２８日、審査請求人に対し、本件労働者に

対して行った保険給付に要した費用に相当する金額の４０パーセントを徴

収する旨の本件費用徴収決定を行った。 

（労働者災害補償保険法第３１条の規定に基づく費用徴収の決定通知書及び債

権確認並びに徴収決定内訳書） 

（６）審査請求人は、本件費用徴収決定を不服として、平成２９年１２月６日

付け審査請求書にて本件審査請求をした。 

（審査請求書） 

（７）審査庁は、平成３１年４月２５日、当審査会に対し、本件審査請求を棄

却すべきであるとして、諮問した。 

（諮問書） 

（８）なお、審査請求人は、平成２９年５月１日、本件労働者に対して同年３

月３日及び同年４月７日に支給された保険給付に係る費用徴収決定につい

ても審査請求を行っており、審査庁は、平成３０年８月２９日、当該審査

請求を棄却する旨裁決している。 

４ 審査請求人の主張の要旨 

審査請求人は、労働保険があることは知っていたが、法人であれば強制加

入、個人であれば任意加入との認識であった、また、強制加入であるとは知

らず、加入する機会がなかった。 

税務署から送付される確定申告の書類の中に１枚でも労働保険制度につい

ての案内文が入っていれば、当然経営者としての責任を果たすべく労働保険

に加入していた。なお、負傷した労働者に係る労働保険料については、遡り

既に支払っている。 

よって、本件費用徴収決定を取り消すことの裁決を求める。 

（審査請求書、聴取書） 
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第２ 審査庁の諮問に係る判断 

審査庁の判断は、審理員の意見と同旨であり、おおむね以下のとおりである。 

１ 資料である未手続中の労災事故に係る調査書によると、審査請求人は、平

成２３年３月２５日から労働者を雇用していたことが確認でき、本件災害が

発生した平成２９年１月１４日時点では、保険関係成立届が未提出であった

ことは明らかである。 

２ 本件は、審査請求人が労働保険の未手続期間中に被災者の通勤災害が発生

したものであるところ、審査請求人に対して、Ｂ労働基準監督署、Ｂ公共職

業安定所及び処分庁による保険手続に関する指導、並びにＰ法人による加入

勧奨は行われていない。 

また、保険関係成立日（平成２３年３月２５日）から保険関係成立届提出

日（平成２９年１月２５日）まで１年以上経過している。 

３ 労災保険法３１条１項１号は、事業主が重大な過失により労働保険の未手

続期間中に生じた事故に係る保険給付に対する費用徴収について規定してい

るところ、本件については、平成１７年９月２２日付け基発第０９２２００

１号厚生労働省労働基準局長通達「未手続事業主に対する費用徴収制度の運

用の見直しについて」で定めた故意又は重大な過失の認定の基準に基づき、

事業主の重大な過失が認められることから、費用徴収事案に該当する。 

４ 以上のことから、処分庁が審査請求人に対して行った本件費用徴収決定は

妥当であり、本件審査請求には理由がないため、棄却されるべきである。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

本件の審理員の審理手続については、特段違法又は不当と認められる点は

うかがわれない。 

２ 本件費用徴収決定の適法性及び妥当性について 

本件労働者に対する保険給付が行われた事故は、事業主である審査請求人

が保険関係成立届出をしていない期間中に生じた事故であることは明らかで

あり、労災保険法３１条１項１号により、審査請求人が保険関係成立届出を

していないことが故意又は重大な過失によるものであれば、政府は保険給付

に要した費用に相当する金額の全部又は一部を審査請求人から徴収すること

ができる。 

上記故意又は重大な過失によるものと認定する基準及び徴収金の額の定め

として、労働基準局長が発出した平成１７年９月２２日付け基発第０９２２
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００１号厚生労働省労働基準局長通達は、事業主が、所轄労働基準監督署等

から保険関係成立届の提出ほか所定の手続をとるよう指導を受け、又は都道

府県労働保険事務組合連合会等から保険関係成立届の提出ほか所定の手続を

とるよう勧奨を受けたにもかかわらず、１０日以内に保険関係成立届を提出

していなかった場合を故意による場合と認定して、保険給付の額の全額を徴

収金の額とし、上記保険手続に関する指導又は勧奨を受けていない場合で、

かつ、保険関係成立の日から１年を経過してなお保険関係成立届を提出して

いない場合は重大な過失による場合と認定して、保険給付の額の４０パーセ

ントを徴収金の額とする旨規定している。 

事業主が保険手続に関する指導又は勧奨を受けたにもかかわらず保険関係

成立届を提出しないのは、特段の事情がない限り故意によるものと認定でき

るし、事業主が保険手続に関する指導又は勧奨を受けていなかったとしても、

労働者災害補償保険制度及びこれに関する事業主の義務の重要性や、これら

に関して一般的に一定の周知もなされていること等に鑑みると、保険関係成

立から１年以上もの間、保険関係成立届を提出しない場合は、特段の事情が

ない限り、重大な過失によるものと認定することに不合理な点はない。 

上記通達の定めを前提とすると、本件においては、審査請求人は、保険手

続に関する指導又は勧奨を受けていないが、保険関係成立は平成２３年３月

２５日であるにもかかわらず、平成２９年１月２５日に至るまで保険関係成

立届を提出していないのであるから、重大な過失による場合であると認定し

た審査庁の判断は妥当である。 

審査請求人は、個人であれば労働保険は任意加入であると認識していたと

し、保険関係成立届を提出しなければならないことを知らなかった旨主張し

て本件費用徴収決定の取消しを求めるが、知らなかったということが重大な

過失の認定を妨げるものとは認められず、保険関係成立届を提出していなか

ったのは審査請求人の重大な過失によるものと認められるので、審査請求人

の主張は採用できない。 

３ まとめ 

以上によれば、本件費用徴収決定が違法又は不当であるとはいえず、審査請

求は棄却すべきである旨の諮問に係る判断は、妥当である。 

 よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第２部会 
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委   員   戸   谷   博   子 

委   員   伊   藤       浩 

委   員   交   告   尚   史 


